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１．基本方針の策定 

 
 



1. 各対象施設の現状と課題 

沖縄県における道路土工構造物長寿命化修繕計画の対象施設は、特定道路土工構造物（切土高概ね

15m 以上、盛土高概ね 10m 以上）のとして切土 22箇所、盛土 6箇所の計 28箇所である。図-1.1 に事

務所別の対象施設数を示す。 

長寿命化修繕計画の策定にあたり、管理施設の諸元や損傷状況等の現状について分析を行い、課題

の整理を行った。 

現況分析では、各施設の最新の点検結果(表-1.1)を用いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1.1 事務所別による分類 

 

 

表-1.1 最新の点検結果(年度) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

対象施設の主要部材

1 H070A001 R1年度 県道70号線 国頭東線 切土 吹付モルタル、のり枠
2 H070A002 R1年度 県道70号線 国頭東線 切土 切土のり面
3 H070C003 R1年度 県道70号線 国頭東線 盛土 グラウンドアンカー
4 H070F004 R1年度 県道70号線 国頭東線 盛土 盛土のり面
5 H070F005 R1年度 県道70号線 国頭東線 盛土 盛土のり面
6 H070F006 R1年度 県道70号線 国頭東線 盛土 盛土のり面
7 H070G007 R1年度 県道70号線 国頭東線 切土 擁壁・補強土壁
8 H084A008 R1年度 県道84号線 名護本部線 切土 吹付モルタル、のり枠
9 H002A009 R1年度 県道2号線 切土 擁壁・補強土壁
10 H002A010 R1年度 県道2号線 切土 吹付モルタル、のり枠
11 H002A011 R1年度 県道2号線 切土 吹付モルタル、のり枠
12 H002A012 R1年度 県道2号線 切土 吹付モルタル、のり枠
13 H002F013 R1年度 県道2号線 盛土 盛土のり面
14 H002A014 R1年度 県道2号線 切土 擁壁・補強土壁
15 H002A015 R1年度 県道2号線 切土 吹付モルタル、のり枠
16 C010C001 R1年度 県道10号線 伊計平良川線 切土 吹付モルタル、のり枠
17 C010G002 R1年度 県道10号線 伊計平良川線 盛土 擁壁・補強土壁
18 C038C003 R1年度 県道38号線 浦添西原線 切土 擁壁・補強土壁
19 C085C004 R1年度 県道85号線 沖縄環状線 切土 吹付モルタル、のり枠
20 C085C005 R1年度 県道85号線 沖縄環状線 切土 吹付モルタル、のり枠
21 C033C006 R1年度 県道33号線 具志川前原線 切土 吹付モルタル、のり枠
22 Y087A001 R1年度 県道87号線 富野大川線 切土 吹付モルタル、のり枠
23 Y087A002 R1年度 県道87号線 富野大川線 切土 切土のり面
24 Y215A003 R1年度 県道215号線 白浜南風見線 切土 その他落石防護施設・落石予防施設
25 Y215A004 R1年度 県道215号線 白浜南風見線 切土 グラウンドアンカー
26 Y216A005 R1年度 県道216号線 与那国島線 切土 その他落石防護施設・落石予防施設
27 Y216A006 R1年度 県道216号線 与那国島線 切土 その他落石防護施設・落石予防施設
28 Y216A007 R1年度 県道216号線 与那国島線 切土 その他落石防護施設・落石予防施設

施設種別
路線名直近点検年度管理番号番号



1-1 対象施設の現状 

対象施設の劣化状況や維持管理手法の違い等の観点から、建設年代および供用年数に着目し、各

施設の実態を分析した。 

 

(1) 建設年代による分類 

対象施設の建設年代を 10 年刻みで集計した結果を図-1.2 に示す。建設年次が不明な施設を除

き、全対象施設を通して、1970 年代および 1980 年代に建設された施設は確認されていない。1990

年代に入り建設数が増加しており、1990 年から 2020 年までの期間で建設が進められたことがわ

かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1.2 建設年代別による分類 

 
管理事務所別に集計した結果を図-1.3 に示す。施設数は山間地である北部管内が最も多く、

2010 年以降に建設された施設も存在するが、建設年次が不明な施設が 8 割と多く存在するため、

劣化の進展が懸念される。近年建設された路線が多い中部管内については、1990 年代に建設され

た施設が約 8 割存在する。八重山管内についても同様に、2000 年以降に建設された施設が約 7割

存在している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1.3 管理事務所別の比較(建設年代) 
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1) 耐用年数の決定 

道路土工構造物の耐用年数は、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令(別表) 財務省」で

は 40年と定められているが、「土工の耐用年数について(平成 16年 8 月) 日本道路公団」にお

いて、供用年数 40 年が経過した施設に終焉の兆候が見られず、耐用年数の見直しがされてい

る。 

本業務では、道路土工構造物の耐用年数を 50 年と設定する。この理由は、道路土工構造物は

グラウンドアンカーを含めて鉄筋コンクリート構造物が主体であることから、自動車道では 40

年であるが、現状を踏まえ更なる活用が見込めることから堤防・防波堤の 50 年を準用する。 

 

・耐用年数 40年の根拠 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典「減価償却資産の耐用年数等に関する省令(別表) 財務省」P1970 

 

・耐用年数 50年の根拠 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典「減価償却資産の耐用年数等に関する省令(別表) 財務省」P1969 

 
【参考資料】 

 

 

 

 

 

 

出典「土工の耐用年数について(平成 16年 8月) 日本道路公団」P1 



(2) 供用年数による分類 

対象施設の建設年次から見た経過年数と施設数の関係を示すグラフを図-1.4 に示す。全施設数

の約 4割が供用年数 50年未満であるが、約 5割は供用年数不明である。 

図-1.5 には、供用年数が 50 年を超える施設の割合推移を示す。20年後までは変化は生じてい

ないが、30 年後には全体の約 2割、40年後には約 3 割の施設が供用年数 50年以上となり、今後

30 年間のうちに供用年数 50 年を超える施設が増大する。 

道路土工構造物の劣化要因は風水害等の自然災害に起因するため、劣化予測が困難である。そ

のため、定期点検結果を踏まえた、事後保全による施設の長寿命化ならびに維持管理費の平準化

を図ることが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1.4 経過年数と施設数の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1.5 供用年数の割合推移  
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1-2 損傷状況の分析 

 

(1) 健全度判定による分類 

対象施設の健全度判定を集計した結果を図-1.6に示す。対象施設の約 4割が早期に措置を講ず

べき状態の健全度Ⅲ判定(早期措置段階)であるが、残りは経過観察を講ずる状態の健全度Ⅱ判定

(経過観察段階)以下である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1.6 施設の損傷状況 

 

管理事務所別に集計した結果を図-1.7に示す。管理対象の施設数の差はあるものの、健全度Ⅲ

判定の割合は中部管内が最も大きい。北部および八重山管内の施設は全体的に健全度の高い施設

が多いといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1.7 管理事務所別の比較(損傷状況)  
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(2) 建設年代と健全度の関係 

対象施設の建設年次と健全度の関係を示したグラフを図-1.8 に示す。Ⅲ判定に着目すると、建

設年代が古い施設の割合が高くなり、建設年代と劣化の進展の関係に相関性がみられる結果とな

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1.8 建設年代と健全度の関係 
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(3) 損傷種類の発生状況 

道路土工構造物の主な損傷はのり面に集中しており、損傷種類は小崩壊である。また、のり面

の小崩壊により、その他の施設への影響が見られる。のり面の崩壊には水の影響が大きいことが

考えられる。今回確認した排水施設の多くが土砂による水路の閉塞が確認されており、のり面の

排水機能が損なわれた結果、のり面の崩壊に繋がったと推定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1.9 土工構造物における損傷種類(その 1) 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1.10 土工構造物における損傷種類(その 2) 

  



1-3 対象施設の現状と課題 

 

(1) 対象の現状 

◆ 対象施設の多くは 1990 年代以降に建設されており、比較的新しい施設が多いが、建設年

代が不明の施設も約 5 割と多く確認された。 

◆ 早期に措置を講ずべき状態である健全度Ⅲ判定の施設は約 4 割であるが、残りの施設は

経過観察段階の健全度Ⅱ判定以下である。 

◆ 損傷程度は建設年代と概ね関連性がみられる。 

◆ 対象施設の主な劣化要因は、降雨や樹木の風化にともなう排水施設の機能損失である。 

 

(2) 維持管理における課題 

◆ 対象施設について、約 5 割は建設年代が不明であり、明確な供用年数の把握ができない

状況である。 

◆ 対象施設における劣化要因は降雨等の自然環境に起因することから、劣化の予測が困難

である。 

 

以上の分析結果を踏まえて、効率的で効果的な施設の維持管理体制の検討が必要であるといえ

る。 

 

 

 

 

  



2. 維持管理の基本的な考え方 

のり面の不安定化に繋がる要因として、降雨や地震等の自然環境要因による外部からの作用による

「外的要因」、風化や変質等に伴いのり面自身が劣化することにより生じる「内的要因」とに分類され

る。そのため、定期点検結果のみによる劣化予測は困難であることから、道路土工構造物における維

持管理を「事後保全型」に設定する。 

 

表-1.2 盛土のり面の不安定化要因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-1.3 切土のり面の不安定化要因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典「斜面・のり面の適切な点検方法の手引きと補修・補強工法選定資料 

(一社)建設コンサルタンツ協会 近畿支部」P2-3-5～2-3-6 

 

 

定期点検結果における対象施設の健全性の診断結果を踏まえ、計画的に措置を行えるよう予算の平

準化を図る。また、これらの情報を記録･保存し、継続的な事業推進を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.1 維持管理サイクル 
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3. 維持管理の基本方針 

3-1 長寿命化計画における策定方針 

沖縄県における施設の維持管理体系を図-3.1 に示す。 

維持管理にあたっては、専門家による委託点検の実施に加えて職員点検および日常点検を実施し、

普段の走行安全性等の維持に努める体制の確立を行う。 

長寿命化計画では、 

 ・管理水準設定 

 ・優先順位設定 

 ・長寿命化策定 

を策定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典「平成 21年度 長寿命化修繕計画策定委託業務 沖縄県土木建築部道路管理課」 

維持管理体系に加筆 

図-3.1 維持管理体系  
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3-2 点検の基本方針 

沖縄県における施設の点検体制を表-3.1 に示す。 

点検体制として、技術者による委託点検のほかに、日常点検(日常パトロール)および職員点検を

加えた体制を立案した。 

日常点検は、基本的に車両内からの目視により施設の異常を確認するものであるため、把握でき

る施設の変状には限りがある。あくまでも日常の走行安全性を保つための予防的点検であり、施設

の構造安全性を把握するものではない。 

職員点検は、職員自らが徒歩、または梯子等を使用して目視点検を実施するものであり、技術者

による点検の代替的な位置付けとすることで、委託費用の縮減効果が期待できる。ただし、職員に

よる点検を実施する場合は、職員の実作業量に関する負担等を考慮し、かつ継続性のある内容とす

ることが重要である。 

 

表-3.1 点検体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

内容 点検者 点検頻度

異常の早期発見、清掃や応急対応等の要否判断を行うこ
とにより、日常の走行安全性を維持することを目的とす
る点検

要検討
日常

パトロール

施設の全般的な異常の早期発見、清掃や補修および詳細
点検実施の要否判断を行うための情報収集を目的とする
点検

職員 要検討

近接目視によって定期的に施設の状態を詳細に確認し、
損傷の有無を記録するとともに、損傷の原因を特定し対
策の要否の判定を実施する点検

技術者 5年/1回

点検結果のみでは損傷の原因の推定や補修等の必要性の
判断が困難な場合、原因の特定や補修等の要否を判断す
るために実施する調査

技術者 適宜実施

地震･台風･集中豪雨などの大きな災害や事故が発生した
場合、施設に予期していなかった異常が発見された場合
に行う点検

技術者
災害･事故
発生後

点検の種類

異常時点検

詳細調査

職員点検

委託点検

定期
点検

日常点検



3-3 診断の基本方針 

(1) 健全度の判定 

定期点検では、損傷状況に応じて損傷の有無や程度を、部材単位で診断する。部材に損傷があ

る場合、それが施設の安全性や耐久性に与える影響は、各施設の部材構成、部材の種別や構造に

応じて異なる。そのため、部材種別を区分単位として診断を行う。対象施設の部材区分を表-3.2

に示す。また、対象施設の健全性の判定区分を表-3.3 に示す。 

 

表-3.2 道路土工構造物の部材区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-3.3 道路土工構造物の判定区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象施設

切土 切土のり面
吹付モルタル

のり枠
グラウンド
アンカー

擁壁 排水施設
落石防護施設
落石予防施設

盛土 盛土のり面 擁壁・補強土壁 排水施設 － － －

その他
路面

張りコンクリート
－ － － － －

部材区分

定義

Ⅰ 健全 変状はない、もしくは変状があっても対策が必要ない場合（道路の機能に支障が生じていない状態）

Ⅱ 経過観察段階
変状が確認され、変状の進行度合いの観察が一定期間必要な場合（道路の機能に支障が生じていないが、
別途、詳細な調査の実施や定期的な観察などの措置が望ましい状態）

Ⅲ 早期措置段階
変状が確認され、かつ次回点検までにさらに進行すると想定されることから構造物の崩壊が予想されるた
め、できるだけ速やかに措置を講ずることが望ましい場合（道路の機能に支障は生じていないが、次回点
検までに支障が生じる可能性があり、できるだけ速やかに措置を講じることが望ましい状態）

Ⅳ 緊急措置段階
変状が著しく、大規模な崩壊に繋がるおそれがあると判断され、緊急的な措置が必要な場合（道路の機能
に支障が生じている、または生じる可能性が著しく高く、緊急に措置を講ずべき状態）

区分



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２．健全度の評価分析 

 
 



1. 健全度の評価方法 

1-1 対象部材 

本業務における対象施設の部材を表-1.1 に示す。 

 

表-1.1 各施設の対象部材 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
1-2 健全度の分析方法 

道路土工構造物の長寿命化は、既に取り組みが成されている「長寿命化修繕計画策定委託業務(平

成 22年 11 月)沖縄県土木建築部道路管理課」を基に実施する。したがって、健全度の算出は、過年

度の点検結果による損傷評価を「沖縄県橋梁定期点検マニュアル(案)(平成 22年 11 月)沖縄県土木

建築部道路管理課」に基づく損傷評価(表-1.2)に変換したうえで実施する。変換方法を表-1.3に示

す。 

 

表-1.2 沖縄県橋梁定期点検マニュアル(案)の損傷評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典「沖縄県橋梁定期点検マニュアル(案)平成 22年 11 月」P54 

 

表-1.3 損傷評価の変換方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価 内　　　容 評価 内　　　容

A 対策不要

B 対策は10年以降

Ⅱ

変状が確認され、変状の進行度合いの観察が一定期間
必要な場合（道路の機能に支障が生じていないが、別
途、詳細な調査の実施や定期的な観察などの措置が望
ましい状態）

C 5年後～10年以内に対策実施が必要

Ⅲ

変状が確認され、かつ次回点検までにさらに進行する
と想定されることから構造物の崩壊が予想されるた
め、できるだけ速やかに措置を講ずることが望ましい
場合（道路の機能に支障は生じていないが、次回点検
までに支障が生じる可能性があり、できるだけ速やか
に措置を講じることが望ましい状態）

D 5年以内に対策が必要

Ⅳ

変状が著しく、大規模な崩壊に繋がるおそれがあると
判断され、緊急的な措置が必要な場合（道路の機能に
支障が生じている、または生じる可能性が著しく高
く、緊急に措置を講ずべき状態）

E 緊急対策が必要

沖縄県点検要領の評価道路土工構造物点検要領の評価

Ⅰ
変状はない、もしくは変状があっても対策が必要ない
場合（道路の機能に支障が生じていない状態）

対象施設

切土 切土のり面
吹付モルタル

のり枠
グラウンド
アンカー

擁壁 排水施設
落石防護施設
落石予防施設

盛土 盛土のり面 擁壁・補強土壁 排水施設 － － －

その他
路面

張りコンクリート
－ － － － －

部材区分



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３．道路土工構造物の管理水準 

 
 



管理グループ名 管理水準 イメージ図

事後保全型
(対症療法型)

Dランクとする。
管理レベルに達したら対策を行う。
　施設本体の場合：
　　補修･補強または更新
　施設本体以外の場合：
　　部材交換

0

1

2

3

4

5

B

C

D

E

A

損
傷
ラ
ン
ク
値

供用年数（年）

1. 管理計画 

施設の管理方針は、「事後保全型(対症療法型)」とする。 

 

表-1.1 管理方針 

 

 

 

 

 

 

「事後保全型(対症療法型)」の管理水準およびイメージ図を表-2.1 に示す。 

 

表-2.1 管理水準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※「平成 26年度 沖縄県道路施設長寿命化計画策定業務委託」では、E ランクを管理水準として設定

しているが、緊急対策を要する段階であるため、本業務では D ランクを事後保全型(対症療法型)

の管理水準とする。 

 
 

道路土工構造物の管理方針は「事後保全型(対症療法型)」とするが、定期点検および健全度評価「Ⅲ」

構造物の計画的な修繕の確実な実施により、事業費の軽減を図る。 

 
 
 

更新、部材交換の場合 

補修･補強の場合 

管理グループ名 概要

事後保全型
(対症療法型)

部材の取替、または更新を前提とし、損傷が
深刻化した時点で適用する。



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．修繕工法等の検討 

 
 



1. 補修対策工法 

のり面における補修・補強工法は、標準的な工法が示されていないため、「斜面・のり面の適切な点

検方法の手引きと補修・補強工法選定資料 (一社)建設コンサルタンツ協会 近畿支部 P2-3-65」を参

考に、表-1.1のとおり修繕工法を設定する。 

 

表-1.1 補修・補強対策工法の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典「斜面・のり面の適切な点検方法の手引きと補修・補強工法選定資料 

(一社)建設コンサルタンツ協会 近畿支部」P2-3-65 に加筆 

  

整理
No.

対策工法分類 工法概要

A 空洞充填
吹付工等に発生するクラック・亀裂や地山との間に発生する空洞・
空隙などの変状部周辺にグラウト材等を注入して補修する工法。

B 地山補強土工
比較的小規模な崩壊防止、急勾配のり面の補強対策等に用いられ、
地山に補強材を挿入することにより、のり面や斜面全体の安定度を
高める工法。

C 法枠工
緑化基礎工など簡易なものもあるが、主にある程度の土圧に抵抗し
て岩盤剥離や表層崩壊を防止する。斜面に格子状の枠工を造成し、
斜面の面的な安定をはかる工法。

D アンカー工
比較的深い崩壊防止、亀裂性の岩盤崩落防止等に用いられ、地上の
受圧構造物と地盤を引張り材を介して抑止力を付加することによ
り、のり面や斜面全体の安定度を高める工法。

E 断面修復
中性化、塩化物イオンなどの劣化因子を含むかぶりコンクリートを
撤去した場合や劣化による断面欠損時に用いる設計断面を修復する
工法。

F 集水井
深層地下水の影響が大きい地すべり性の大規模崩壊に対して、地下
水を排除する目的で設置される。地下水による斜面の不安定化を抑
制する工法。

G 排水処理工
のり面への表流水の琉歌防止、速やかな導水を勘案した排水溝を設
置し、のり面劣化の主要因である降雨による流水・新党を防止する
工法。

H 杭工
地すべり性の崩壊に対し、すべり面を切って鉛直に挿入した杭によ
りすべりを抑止する工法。

I 横ボーリング工
浅層地下水が影響する崩壊に対して、地下水を排除する目的で設置
される。地下水による斜面の不安定化を抑制する工法。

J クラック補修
コンクリートのひびわれ部分に、エポキシ樹脂材、ポリマーセメン
トなどの補修材料を注入または充填し、ひびわれ部への水分や塩化
物などの侵入を防止する工法。

K 押さえ盛土
地すべり末端部に滑動力に抵抗させる目的で、盛土を行い地すべり
の一時的な安定をはかる工法。

L
シャフト工
(深礎工)

杭工の適用が困難な大規模地すべり性の崩壊に対し、すべり面を
切って鉛直に築造した鉄筋コンクリート構造のシャフトによりすべ
りを抑制する工法。

M かご工
土とのなじみが良くのり面の土留用としても用いられる。のり尻の
湧水をともなう小崩壊部、表流水や水衝部の䏮鍘および凍上を防止
する目的で設置される工法。

N 締固め
ランマーなど動的な締固め機械を使用して土構造物自身の空隙を少
なくし密実にする工法。

O 再施工 既設の対策工や構造物を撤去し、新たな対策工を設置する。

P 植生工
環境・景観対策上必要な場合にも採用されるが、のり面に植生を成
立させて風化や䏮鍘を防止する工法。

Q ネット張工
のり表面の表流水、凍上等によるはく落防止および基盤の保持を図
る工法。

R 柵工 崩壊土砂の部分固定や表流水勢の緩和を図る工法。

S 堆積土砂撤去 のり尻に堆積した土砂の撤去を行い、施設の健全を図る工法。



2. 補修割合の設定 

対象施設について、損傷範囲・要因および劣化進展速度のパターン化が困難なため、点検において

確認された損傷に対し表-1.1 に示す対策工法を適用することとし、その補修割合を 1.0 に設定する。 

 

 

3. 標準単価の設定 

標準単価は、各対策工法に対し、近年の工事実績を踏まえたうえで設定を行った。なお、本業務

において該当しない工法は、単価設定を行っていない。 

修繕工法と単価の関係を表-3.1 に示す。 

 

表-3.1 修繕工法と単価の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単価は直工費である)

対策工法 単価 単位 参考

空洞充填 ― ― 該当する損傷なし

地山補強土工 ― ― 該当する損傷なし

のり枠工 361,000 円／ｍ

アンカー工 ― ― 該当する損傷なし

断面修復 34,000 円／㎡

集水井 ― ― 該当する損傷なし

排水処理工(排水溝設置) 16,000 円／ｍ

杭工 519,000 円／ｍ

横ボーリング工 ― ― 該当する損傷なし

横ボーリング工(洗浄) 25,000 円／ｍ

クラック補修 10,000 円／㎡

押さえ盛土 5,000 円／㎡

シャフト工(深礎工) ― ― 該当する損傷なし

かご工 10,000 円／ｍ

締固め ― ― 該当する損傷なし

再施工 ― ― 該当する損傷なし

植生工 ― ― 該当する損傷なし

ネット張工 ― ― 該当する損傷なし

柵工 131,000 円／ｍ

柵工(ネット貼替) 50,000 円／ｍ

堆積土砂撤去 35,000 円／ｍ

詳細点検 161,000 円／箇所

詳細調査 500,000 円／箇所

工事費の30％ 工事費が1,000万円未満の施設

工事費の20％ 工事費が1,000万円～1億円の施設

工事費の10％ 工事費が1億円以上の施設

諸経費 工事費の70％ 円／箇所

詳細設計 円／箇所



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５．維持管理計画の策定 



1. 修繕優先度の設定 

全工事費が該当年度の予算を超過する可能性があることから、修繕優先度による順位付けを行い、

予算制約を踏まえた対策時期の設定を行う。 

修繕優先度は、1)施設の劣化･損傷度合いを考慮した「健全度」、2)施設の有する機能や環境条件等

を総合的に評価した「重要度」、この 2点より修繕優先度を設定する。 

 

1-1 健全度評価点の算出 

(1) 損傷評価の評点化 

過年度の点検結果から部材毎に損傷評価を行い、「沖縄県橋梁定期点検マニュアル(案)(平成 22

年 11 月)沖縄県土木建築部道路管理課」に基づく損傷評価に変換を行う(表-1.1参照)。 

変換を行った損傷評価を表-1.2 に示す損傷点数に置き換え、算出する。 

 

表-1.1 損傷評価の変換方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-1.2 損傷点数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

評価 内容 損傷点数

A 対策不要 0

B 対策は10年以降 10

C 5年後～10年以内に対策実施が必要 20

D 5年以内に対策が必要 40

E 緊急対策が必要 80

評価 内　　　容 評価 内　　　容

A 対策不要

B 対策は10年以降

Ⅱ

変状が確認され、変状の進行度合いの観察が一定期間
必要な場合（道路の機能に支障が生じていないが、別
途、詳細な調査の実施や定期的な観察などの措置が望
ましい状態）

C 5年後～10年以内に対策実施が必要

Ⅲ

変状が確認され、かつ次回点検までにさらに進行する
と想定されることから構造物の崩壊が予想されるた
め、できるだけ速やかに措置を講ずることが望ましい
場合（道路の機能に支障は生じていないが、次回点検
までに支障が生じる可能性があり、できるだけ速やか
に措置を講じることが望ましい状態）

D 5年以内に対策が必要

Ⅳ

変状が著しく、大規模な崩壊に繋がるおそれがあると
判断され、緊急的な措置が必要な場合（道路の機能に
支障が生じている、または生じる可能性が著しく高
く、緊急に措置を講ずべき状態）

E 緊急対策が必要

沖縄県点検要領の評価道路土工構造物点検要領の評価

Ⅰ
変状はない、もしくは変状があっても対策が必要ない
場合（道路の機能に支障が生じていない状態）



(2) 評価指標、重み係数の設定 

各施設の評価指標は、「長寿命化修繕計画策定委託業務(平成 22 年 11 月)沖縄県土木建築部道

路管理課」を参考に、1)降雨や地震等に対する斜面の安全性の評価指標である「災害抵抗性」、2)

供用道路を走行する車輌に対する安全性の評価指標である「走行・通行安全性」を選定した。さら

に、施設への影響度合は部材によって異なるため、各施設の部材毎に重み係数を設定する(表-1.3

参照)。 

 

表-1.3 各施設の評価指標および重み係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

災害抵抗性 走行･通行安全性

切土のり面 1.0 1.0

吹付モルタル、のり枠 1.0 1.0

グラウンドアンカー 1.0 1.0

擁壁 1.0 1.0

排水施設 0.5 0.5

落石防護施設・落石予防施設 1.0 1.0

盛土のり面 1.0 1.0

擁壁・補強土壁 1.0 1.0

排水施設 0.5 0.5

その他 路面、張りコンクリート 0.5 1.0

部材

切土

盛土

重み係数



(3) 健全度評価点の算出例 

1) 損傷点数の算出 

本業務対象構造物から抜粋した損傷評価(表-1.4)より、損傷点数の算出事例を表-1.5 に示

す。 

 

表-1.4 損傷評価(No.26 Y216A006) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-1.5 評価指標毎の損傷点数算出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各評価指標の損傷点数が 100 を超える場合は、100 として取り扱う。 

 

2) 健全度評価点の算出 

健全度評価点は、前項で算出した災害抵抗性 50 点、および走行・通行安全性 60 点の平均値

とする。算出した健全度評価点を式-1.1 に示す。 

 

○ 健全度評価点 

(50＋60)÷2 ＝ 55 点 ・・・式-1.1 

 

 

(4) 健全度評価点の算出結果 

全対象施設の健全度評価点数一覧表を表-1.6 に示す。 

 

 

  

部材 損傷評価

切土のり面 C

吹付モルタル、のり枠 A

落石防護施設・落石予防施設 C

排水施設 A

路面、張りコンクリート C

部材 災害抵抗性 走行･通行安全性

切土のり面 20×1.0＝20 20×1.0＝20

吹付モルタル、のり枠 0×1.0＝0 0×1.0＝0

落石防護施設・落石予防施設 20×1.0＝20 20×1.0＝20

排水施設 0×0.5＝0 0×0.5＝0

路面、張りコンクリート 20×0.5＝10 20×1.0＝20

合計 50点 60点



表-1.6 健全度評価点数一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

災害抵抗性 走行･通行安全性

1 H070A001 国頭東線 20.0 20.0 20.0

2 H070A002 国頭東線 10.0 10.0 10.0

3 H070C003 国頭東線 0.0 0.0 0.0

4 H070F004 国頭東線 10.0 10.0 10.0

5 H070F005 国頭東線 80.0 100.0 90.0

6 H070F006 国頭東線 80.0 100.0 90.0

7 H070G007 国頭東線 60.0 60.0 60.0

8 H084A008 名護本部線 40.0 40.0 40.0

9 H002A009 県道2号線 60.0 60.0 60.0

10 H002A010 県道2号線 40.0 40.0 40.0

11 H002A011 県道2号線 10.0 10.0 10.0

12 H002A012 県道2号線 30.0 30.0 30.0

13 H002F013 県道2号線 100.0 100.0 100.0

14 H002A014 県道2号線 10.0 10.0 10.0

15 H002A015 県道2号線 50.0 50.0 50.0

16 C010C001 伊計平良川線 100.0 100.0 100.0

17 C010G002 伊計平良川線 30.0 40.0 35.0

18 C038C003 浦添西原線 100.0 100.0 100.0

19 C085C004 沖縄環状線 90.0 90.0 90.0

20 C085C005 沖縄環状線 100.0 100.0 100.0

21 C033C006 具志川前原線 100.0 100.0 100.0

22 Y087A001 富野大川線 30.0 40.0 35.0

23 Y087A002 富野大川線 40.0 60.0 50.0

24 Y215A003 白浜南風見線 20.0 20.0 20.0

25 Y215A004 白浜南風見線 10.0 20.0 15.0

26 Y216A005 与那国島線 50.0 60.0 55.0

27 Y216A006 与那国島線 50.0 60.0 55.0

28 Y216A007 与那国島線 90.0 100.0 95.0

番号 路線名
健全度
評価点

施設名
損傷点数



1-2 重要度評価点の算出 

(1) 重要度評価項目の設定 

重要度評価は施設によって評価指標が異なることから、「長寿命化修繕計画策定委託業務(平成

22 年 11 月)沖縄県土木建築部道路管理課」を参考に、施設毎に設定した。評価指標および配点を

表-1.7 に示す。 

 

表-1.7 重要度評価項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1) 重み係数設定根拠 

各評価指標の重み係数について、設定根拠を以下に示す。 

 

①緊急輸送道路 

道路土工構造物が被災した場合、復旧し再び車両が通行できるまでに時間を要し、緊急輸

送道路としての通行機能を失い、広範囲に影響を及ぼすため、重要な評価指標として重み係

数を 0.4 とした。 

 

②交通量 

道路土工構造物が被災した場合、交通量の多い路線が通行不能となり、移動時間の増加や

他路線の渋滞発生等、周辺路線への影響が懸念されるため、重み係数を平均値の0.2とした。 

 

③バス路線 

バス路線が通行不能となった場合、路線を変更することで運行が可能となるため、他の評

価指標と比較し、重要度は低いとして重み係数を 0.05 とした。 

 

④迂回路の有無 

迂回路が無い場合、緊急車両の移動時間増加につながり、救助等の遅れが懸念されるため、

重み係数を平均値の 0.2 とした。 

 

⑤延長 

本業務対象施設は、約 6 割が延長 200ｍ未満の短い施設が多いため、大規模な災害にはつ

ながりにくいとし、重み係数を平均値より低い 0.15 とした。  

区分 重み係数 区分別配点

第1次緊急輸送道路 40.0

第2次緊急輸送道路 20.0

第3次緊急輸送道路 10.0

該当なし 0.0

10,000台/日以上 20.0

3,000台/日以上10,000台/日未満 10.0

3,000台/日未満 0.0

運行あり 5.0

運行なし 0.0

迂回路なし 20.0

迂回路あり(島周回道路) 10.0

迂回路あり 0.0

400m以上 15.0

200m以上400m未満 7.5

100m以上200m未満 3.8

100m未満 0.0

評価指標

(1)緊急輸送道路 0.40

(2)交通量

(5)延長 0.15

0.20

(3)バス路線 0.05

(4)迂回路の有無 0.20



(2) 重要度評価点の算出結果 

全対象施設の重要度評価点数一覧表を表-1.8 に示す。 

 

表-1.8 重要度評価点数一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

番
号

施
設
名

路
線
名

緊
急
輸
送
道
路

交
通
量

バ
ス
路
線

迂
回
路
の
有
無

延
長

重
要
度
評
価
点

1 H070A001 国頭東線 20.0 0.0 5.0 20.0 0.0 45.0

2 H070A002 国頭東線 20.0 0.0 5.0 20.0 0.0 45.0

3 H070C003 国頭東線 20.0 0.0 5.0 20.0 0.0 45.0

4 H070F004 国頭東線 20.0 0.0 5.0 0.0 0.0 25.0

5 H070F005 国頭東線 20.0 0.0 5.0 20.0 0.0 45.0

6 H070F006 国頭東線 20.0 0.0 5.0 20.0 0.0 45.0

7 H070G007 国頭東線 20.0 0.0 5.0 20.0 0.0 45.0

8 H084A008 名護本部線 20.0 10.0 5.0 20.0 7.5 62.5

9 H002A009 県道2号線 20.0 0.0 5.0 20.0 7.5 52.5

10 H002A010 県道2号線 20.0 0.0 5.0 20.0 3.8 48.8

11 H002A011 県道2号線 20.0 0.0 5.0 20.0 0.0 45.0

12 H002A012 県道2号線 20.0 0.0 5.0 20.0 0.0 45.0

13 H002F013 県道2号線 20.0 0.0 5.0 20.0 3.8 48.8

14 H002A014 県道2号線 20.0 0.0 5.0 20.0 3.8 48.8

15 H002A015 県道2号線 20.0 0.0 5.0 20.0 0.0 45.0

16 C010C001 伊計平良川線 20.0 10.0 5.0 0.0 3.8 38.8

17 C010G002 伊計平良川線 10.0 10.0 5.0 20.0 3.8 48.8

18 C038C003 浦添西原線 20.0 20.0 5.0 0.0 3.8 48.8

19 C085C004 沖縄環状線 20.0 20.0 0.0 20.0 3.8 63.8

20 C085C005 沖縄環状線 20.0 20.0 0.0 20.0 3.8 63.8

21 C033C006 具志川前原線 20.0 10.0 0.0 0.0 7.5 37.5

22 Y087A001 富野大川線 20.0 0.0 5.0 20.0 0.0 45.0

23 Y087A002 富野大川線 20.0 0.0 5.0 20.0 3.8 48.8

24 Y215A003 白浜南風見線 0.0 0.0 5.0 20.0 3.8 28.8

25 Y215A004 白浜南風見線 0.0 0.0 5.0 20.0 3.8 28.8

26 Y216A005 与那国島線 0.0 0.0 5.0 10.0 3.8 18.8

27 Y216A006 与那国島線 0.0 0.0 0.0 10.0 3.8 13.8

28 Y216A007 与那国島線 0.0 0.0 5.0 10.0 15.0 30.0



1-3 修繕優先度の算出 

(1) 修繕優先度の算出方法 

修繕優先度は、健全度評価点数および重要度評価点数にそれぞれ重み係数を考慮した点数の合

計値とする。施設の構造安全性に直接影響する健全度を重要ととらえ、健全度の重み係数(α)を

0.6、重要度の重み係数(β)を 0.4 と設定する。修繕優先度の算出式を式-1.2 に示す。 

 

【修繕優先度＝健全度×α＋重要度×β】・・・式-1.2 

 

○ 重み係数 

健全度α＝0.6  重要度β＝0.4 

 

(2) 修繕優先度の算出方法 

全対象施設の修繕優先度評価点数一覧表を表-1.9に示す。 

 

表-1.9 修繕優先度評価点数一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設名 路線名 判定区分 健全度 重要度 修繕優先度 修繕優先順位

C085C005 沖縄環状線 Ⅲ 100.0 63.8 85.5 1

H002F013 県道2号線 Ⅲ 100.0 48.8 79.5 2

C038C003 浦添西原線 Ⅲ 100.0 48.8 79.5 3

C085C004 沖縄環状線 Ⅲ 90.0 63.8 79.5 4

C010C001 伊計平良川線 Ⅲ 100.0 38.8 75.5 5

C033C006 具志川前原線 Ⅲ 100.0 37.5 75.0 6

H070F005 国頭東線 Ⅲ 90.0 45.0 72.0 7

H070F006 国頭東線 Ⅲ 90.0 45.0 72.0 8

Y216A007 与那国島線 Ⅲ 95.0 30.0 69.0 9

H002A009 県道2号線 Ⅲ 60.0 52.5 57.0 10

H070G007 国頭東線 Ⅲ 60.0 45.0 54.0 11

Y087A002 富野大川線 Ⅲ 50.0 48.8 49.5 12

H084A008 名護本部線 Ⅱ 40.0 62.5 49.0 13

H002A015 県道2号線 Ⅱ 50.0 45.0 48.0 14

H002A010 県道2号線 Ⅱ 40.0 48.8 43.5 15

Y216A005 与那国島線 Ⅱ 55.0 18.8 40.5 16

C010G002 伊計平良川線 Ⅱ 35.0 48.8 40.5 17

Y087A001 富野大川線 Ⅱ 35.0 45.0 39.0 18

Y216A006 与那国島線 Ⅱ 55.0 13.8 38.5 19

H002A012 県道2号線 Ⅱ 30.0 45.0 36.0 20

H070A001 国頭東線 Ⅱ 20.0 45.0 30.0 21

H002A014 県道2号線 Ⅱ 10.0 48.8 25.5 22

H070A002 国頭東線 Ⅱ 10.0 45.0 24.0 23

H002A011 県道2号線 Ⅱ 10.0 45.0 24.0 24

Y215A003 白浜南風見線 Ⅱ 20.0 28.8 23.5 25

Y215A004 白浜南風見線 Ⅱ 15.0 28.8 20.5 26

H070C003 国頭東線 Ⅰ 0.0 45.0 18.0 27

H070F004 国頭東線 Ⅰ 10.0 25.0 16.0 28



2. 耐用年数の設定 

道路土工構造物の耐用年数は、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令(別表) 財務省」を参考に

50 年とし、耐用年数を迎えた施設について更新を行う。また、建設年次が不明な施設について、周辺

施設および道路台帳等を参考に建設年次の設定を行った。 

 

 

3. 短期維持管理計画 

短期維持管理計画は、過年度点検において健全度Ⅲ(早期に措置を講ずる状態)と判定された施設の

事業計画を行う。年度毎の修繕費用は、道路土工構造物以外の施設における災害復旧費を考慮し、過

年度の実績より 2 億円程度と設定した。修繕優先度および予算の平準化を検討した結果、2028 年に事

業完了予定である。 

 

 

4. 中長期維持管理計画 

事業期間は 2021 年から 2070 年の 50 年間とする。 

本事業計画は、2020 年度時点の計画であるため、今後定期点検を実施した際には見直しを行う。 

 

 

 

 

 


